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（修正部分のみ記載） 

高岡市地域防災計画（基本編）改定案に係る新旧対照表 

旧（現行） 新（修正案） 備考 
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資料 No.2 

凡例：下線 修正箇所 

修正案 



2 
（修正部分のみ記載） 

第２章 防災関係機関の責務 

第２節 防災関係機関等の業務の大綱 

第２ 指定地方行政機関 

機関等の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） （略） 

中部経済産業局 

1 産業の被害情報にかかる情報収集及び関係機関との連絡調整に関する
こと 

2 災害時における物資の安定供給確保に係る情報収集及び関係機関との
連絡調整に関すること 

3 電気、ガス、工業用水の安定供給の確保に関すること 
4 中小企業者の事業再開に必要な資金の融通円滑化等の措置に関するこ
と 

（新設） 

（略） （略） 

東京管区気象台 
富山地方気象台 

1 気象、地象、地動、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること 
2 気象、地象（地震にあっては、地震動に限る）、水象の予報、警報等の防災

情報の発表、伝達及び解説に関すること 
3 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること 
4 防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること 
5 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること 
（新設） 

 

第５ 指定公共機関 

機関等の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） （略） 

楽天ｸﾞﾙｰﾌﾟ株式会
社 

（略） 

 

 

 

第３節 高岡市における過去の災害 

富山県における震度 3以上有感地震一覧表 

発生年月日 
県内最

大震度 

マグニチ

ュード 
おおよその震源地 地震名 

（新設） 

（新設） 

震度 5弱：1回、震度 4：9回、震度 3：51 回(1933 年～2022 年 6月) 

 

 

 

第２章 防災関係機関の責務 

第２節 防災関係機関等の業務の大綱 

第２ 指定地方行政機関 

機関等の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） （略） 

中部経済産業局 

1 産業の被害情報にかかる情報収集及び関係機関との連絡調整に関する
こと 

2 災害時における物資の安定供給確保に係る情報収集及び関係機関との
連絡調整に関すること 

3 電気、ガス、工業用水の安定供給の確保に関すること 
4 中小企業者の事業再開に必要な資金の融通円滑化等の措置に関するこ
と 

5 災害対策本部等への職員の派遣に関すること 

（略） （略） 

東京管区気象台 
富山地方気象台 

1 気象、地象、地動、水象の観測及びその成果の収集、発表に関すること 
2 気象、地象（地震にあっては、地震動に限る）、水象の予報、警報等の防災

情報の発表、伝達及び解説に関すること 
3 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること 
4 防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること 
5 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること 
6 災害対策本部等への職員の派遣に関すること 

 

第５ 指定公共機関 

機関等の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

（略） （略） 

楽天ﾓﾊﾞｲﾙ株式会
社 

（略） 

 

 

 

第３節 高岡市における過去の災害 

富山県における震度 3 以上有感地震一覧表 

発生年月日 
県内最

大震度 

マグニチ

ュード 
おおよその震源地 地震名 

〃  5 年 5 月 5 日 4 6.5 能登半島沖 ― 

〃  5 年 5 月 5 日 4 5.9 能登半島沖 ― 

震度 5 弱：1 回、震度 4：11 回、震度 3：51 回(1933 年～2023 年 5 月) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要に応じて、災害

対策本部等へ職員を

派遣する可能性があ

るため。 

 

 

 

 

 

 

楽天モバイル株式会

社は、令和４年２月

１日付で、災害対策

基本法第２条第５号

に基づく「指定公共

機関」に指定された

ため。 

 

 

 

 

 

発生状況を追記 
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（修正部分のみ記載） 

 

 

高岡市の主な災害年表 

１ 風水害・土砂災害・火災 

西暦 和暦 祭儀 誘因 発生地点 被害の概要 

（新設） 

（新設） 

 

第４節 減災目標 

本市に最も大きな影響を及ぼす可能性がある呉羽山断層帯による地震について、一般住宅の耐

震化による人的被害の軽減に関する減災目標を設定し、計画的に地震防災対策の充実を図るもの

とする。 

また、減災目標と併せて地震による被害を軽減するため、本計画や総合計画等の関連計画に基づ

く重点施策及び目標を設定する。なお、重点施策の目標年次は平成 28 年度とする。 

 

１ 減災目標 

呉羽山断層帯による地震の死者数を半減する。計画期間は高岡市耐震改修促進計画（平成 20 年

５月）の目標としている平成 27 年度とする。 

   
＜参考＞人的被害の軽減効果の予測 

項目 現状 住宅の耐震化率を向上した場合 

耐震化率 59%※ 85% 

予測死者数 1,556 人 
767 人 

(▲789 人） 

※高岡市耐震改修促進計画（平成 20 年５月） 

 

高岡市の主な災害年表 

１ 風水害・土砂災害・火災 

西暦 和暦 祭儀 誘因 発生地点 被害の概要 

2022 令和 4年 8月 4日 土砂災害 豪雨 ― 高齢者等避難（福岡町沢川、福岡町五位) 

2022 令和 4年 8月 20～21 日 
風水害 

土砂災害 豪雨 ― 床下浸水 10 棟（住家 4棟、非住家 6 棟） 

 

第４節 減災目標 

本市に最も大きな影響を及ぼす可能性がある邑知潟断層帯による地震について、市民の生命や

財産を保護するため、建築基準法の新耐震基準が導入（昭和 56 年６月）される以前の建築物の耐

震化に関する減災目標を設定し、計画的に地震防災対策の充実を図るものとする。 

また、減災目標と併せて地震による被害を軽減するため、本計画や総合計画等の関連計画に基づ

く重点施策及び目標を設定する。 

 

１ 減災目標 

高岡市耐震改修促進計画（令和５年３月）に基づき、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震

化率の目標は次のとおりとし、計画期間は令和７年度とする。 

 
＜参考＞耐震化率目標※ 

項目 現状 目標（令和７年度） 

住宅の耐震化率 78％ 90％ 

多数の者が利用する建築物の 
耐震化率 

88％ 95％ 

※高岡市耐震改修促進計画（令和５年３月） 

 

 

 

 

発生状況を追記 

 

 

 

 

 

高岡市耐震改修促進

計画に基づいて変更 


